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要旨 

運輸安全委員会では、船舶事故・重大インシデントの船舶事故調査報告書（以下、報告書という。）に基づ

く「船舶事故ハザードマップ」の公開を平成 25 年 5 月末からインターネットで開始した(図 1)(1)。本ハザー

ドマップ上に表示する注意喚起情報の拡充を図るため、船舶交通量及び衝突事故発生地点の地理的分析を実

施し対象海域の危険性の表示方法について検討を行った。 

キーワード：事故解析、船舶事故ハザードマップ、AIS (Automatic Identification System) 

 

1.はじめに 

運輸安全委員会は、航空、鉄道及び船舶の事故・

重大インシデントが発生した原因や事故による被害

の原因を調査するための機関として平成 20 年 10月

に発足し、約 5 年が経過した。船舶事故に関しては、

この間に年間約 1,000 件の調査を実施し報告書を公

表してきた。 

近年、船舶事故の発生数は、多少の増減があるも

ののほぼ横ばいの状態である(2)。そして、衝突事故

や乗揚事故では、港の出入り口や船舶の輻輳海域な

どで同じ原因で繰り返されている状況がみられる。

そこで運輸安全委員会では、船舶事故等の発生場所

や分析情報等について、地図上に表示することによ

り、予定航路や操業場所等の対象海域の危険性をよ

りわかりやすく示すことができる船舶事故ハザード

マップを作成した。 

本報告では、まず、船舶事故ハザードマップの概

要を紹介する。次に、対象海域の注意点を明確にす

るため、AIS による交通量の分析と事故地点の地理

的分析を試みた結果について示す。これらの検討結

果を船舶事故ハザードマップに反映させることによ

り、海難事故の再発防止に寄与することを目的とす

る。 

 

2.船舶事故ハザードマップ 

 運輸安全委員会は、報告書をホームページ上で公

表してきた。しかし、発生年月日や事故種類、キー

ワード等で検索するため、予定航路付近の衝突事故

例を調べるような使用方法には向いていなかった。

そこで、地図上に事故発生場所を表示した「船舶事

故ハザードマップ」を作成した。本ハザードマップ

では、当委員会が公表した船舶事故等約 5,000 件に

図 1 船舶事故ハザードマップ 
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加え、旧海難審判庁が平成元年から同 20 年までに言

い渡した裁決のうち、衝突、乗揚事故の約 10,000

件のデータの検索ができる。また、航路、漁場、交

通量等を重畳表示することができ、対象海域が抱え

るリスクを容易に確認できる。そして、海上保安庁

の沿岸域情報提供システム（MICS）や気象庁のアメ

ダス等ともリンクしておりリアルタイムで気象海象

の状況を確認することができる。 

 本ハザードマップの運用にあたり、海事・水産関

係者と意見交換を行い次のような意見が示された。 

・ 教育・安全講習等に利用したい。 

・ 季節や時間帯等で検索し、自社船の安全運航に

役立てたい。 

・ プレジャーボートの利用者に、天候の悪化によ

る危険性や、航路中の危険箇所を判りやすく伝

えることができる。 

・ 海難事故の発生傾向を簡単に把握するための

情報をより充実させて欲しい。 

 

3.対象海域のリスクの推定 

3.1  衝突リスクの種類分け 

輻輳海域の外側に広がる沿海海域で発生した衝

突事故を見合い関係の発生形態によって分類した所、

多くは図 2 に示す 3 種類の遭遇に属していた(3)。ま

ず、Aタイプの遭遇は、商船の一般的な航路上にて反

航する 2 船によるもの、Bタイプの遭遇は、商船の一

般的な航路に従っている船舶と、ローカルな漁港等

からの出入船舶によるもの、Cタイプの遭遇は輻輳海

域への出入に伴う船舶の合流や分岐によるものであ

る。このような遭遇から発生する衝突事故は、事前

に遭遇頻度の高い地点を周知することにより、注意

喚起や対策立案などの事故防止が可能になると考え

られる。そこで、各遭遇タイプについて入手可能な

データから、適切な情報提供を行うため、以下の各

節の検討を行った。 

 

3.2 AIS による交通量の推定 

前節に示した Aタイプの遭遇から発生した衝突事

故は、内航船を中心とする商船によるものであり、

これらの船舶の交通量を示すことで、通航の集中し

ている海域が明確になるなど、海技者に対してより

注意の必要な場所を知るきっかけとなってもらえる

と考えた。 

内航船では 500GT以上の船舶にAISの搭載が義務

付けられているため、AISデータを用いることにより、

国内を運航するこれらの船舶の通航は、基本的には

すべて観測できると考えられる。そこで、図 3に示

すように、AISデータを用いて交通量を推定した。こ

の交通量を求める手順は、著者の一人により先行研

究(4)で示された方法を用いた。まず、対象エリアに

仮想ゲート群を定義し、そして、各船舶のAISデータ

による航跡と仮想ゲートとの交差を検出し、検出し

た交差数を集計した。現在、この方法により交通量

を提示しているが、反航船の遭遇頻度の推計方法も

各種提案されている。具体的には、交通密度の積と

船舶の大きさ、速度を媒介変数とした計算式による

もの(4)などがある。著者らも、より直感的に衝突リ

スクを認知できるような情報の提供方法を、さらに

検討している。 

 

3.3 事故地点の地理的分析 

衝突事故に至る遭遇のうち、B タイプのように AIS

非搭載船を中心とする船舶によるものについては、

過去の海難事故の発生地点のデータを活用すること図 2  沿海海域の衝突海難の主要な遭遇型 
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C タイプの遭遇

図 3 船舶交通量 
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を検討している。また、C タイプのような遭遇につ

いては、AIS データと発生地点の情報等を総合して

さらに考察を進めていく必要がある。 

ここでは、現在行っている検討の一例として、海

難事故の発生密度をカーネル密度推定法で計算し表

示する方法を示す。対象とした海難事故は、漁船に

よる衝突事故で、本ハザードマップで検索できる平

成元年から平成25年4月のデータを使用した。また、

海域は、図 4に矩形で囲んだ東京湾、勝浦沖、銚子

沖の 3か所を対象とした。カーネル密度推定法とは、

事故地点のような点分布を、確率密度で表わされる

連続分布へと変換する方法である。本推定法は、海

難事故では瀬戸内海での 199GT以上の船舶が関与し

た衝突事故を対象にした研究(5)等でその有用性が示

されている。 

 図 5～図 7 は、それぞれ東京湾、勝浦沖、銚子沖

の衝突事故の発生密度である。漁船同士の衝突事故

を青色のグラデーションで、漁船と旅客船、貨物船、

タンカー（以下、貨物船等という。）の衝突事故を茶

色のグラデーションで示す。青色と茶色の▲は、そ

れぞれ漁船同士、漁船と貨物船等の衝突事故地点で

ある。海岸線上の灰色の丸は漁港であり、海上部分

の背景は、前節で述べた AIS による交通量で色づけ

されており交通量が多いほど青→緑→赤となる。 

図 5の東京湾では、漁船同士の衝突事故は、富津

漁港(N35.32°E139.81°)付近の密度が高いことが

わかる。富津漁港付近には、のり養殖漁場があり、

養殖施設間の水路を航行している漁船が第 3船や富

津漁港の灯浮標に気を取られたことによる衝突事故

が発生している。また、漁船と貨物船等の衝突は東

京湾北部付近（N35.54°E139.89°）及び横浜港沖付

近（N35.42°E139.73°）で密度が高くなっている。

東京湾北部では、千葉から東京港へ向かう貨物船と

千葉船橋付近から出て川崎沖等で漁をする漁船が衝

突している。また、横浜港沖では、底引き網漁中の

漁船と貨物船との衝突事故等が発生している。 

図 6の勝浦沖では、漁船同士の衝突事故は、大原

漁港 (N35.25°E140.40°)付近および勝浦漁港

(N35.15°E140.31°)付近で密度が高い。この付近で

は、刺網漁や一本釣り漁等が沿岸近くで行われてお

り漁労中の漁船と漁場や漁港へ航行中の漁船の衝突

が発生している。また、漁船と貨物船等の衝突は沿

岸から 3～5 マイル離れた場所で密度が高くなって

いる。この付近の背景は周辺より青色が濃く、交通

量が多いことを示している。また、貨物船等が沿岸

に沿って航行する場合、ここは変針が必要となる地

図 6 勝浦沖の事故発生密度 

図 5 東京湾の事故発生密度 

図 4 対象海域 
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点でもある。そして、漁港も多いため貨物船等と漁

船の針路が交差し事故が多くなっている。 

図 7の銚子沖では、漁船同士の衝突は、銚子漁港

(N35.74 ° E140.86 ° )及 び 波 崎 漁 港 (N35.75 °

E140.84°)付近で密度が高くなっている。これらの

漁港は、比較的沖で漁を行う漁船が多く、航行中の

衝突が多くなっている。また、漁船と貨物船等との

衝突は、犬吠埼付近(N35.71°E140.91°)で密度が高

くなっている。これは勝浦沖と同様に変針点付近で

あるためと考えられる。 

図 5～図 7 に示したように、カーネル密度推定法

による密度分布を用いることにより衝突事故の発生

している海域を視覚的によりわかりやすく表示する

ことができる。 

 

4.まとめ 

本報告では、船舶事故ハザードマップを紹介しそ

の追加情報として、事故発生地点を密度分布で示す

ことにより、衝突事故の発生が集中している海域を

よりわかりやすく表示できることを示した。出航前

に航行海域のリスクをあらかじめ把握することで、

同種事故の再発防止が可能になると考えている。そ

のため、分析の対象とする海域や船種を拡大し、ま

た、本ハザードマップにおいてユーザーに必要な情

報を効率よく提供できるよう注意喚起情報の内容や

表示方法についてもさらに検討を進めていく予定で

ある。 
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図 7 銚子沖の事故発生密度 
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